
２ 法適用企業の経営状況  

 

(1) 損益収支 

 

令和３年度の法適用企業１２１事業(決算状況調査上は１２０事業)の経常収益は３，１２２億

３２百万円で、前年度に比べ８６億３７百万円（２．８％）増加している。また、経常費用は２，９５３億

２７百万円で、前年度に比べ２７億４４百万円（０．９％）減少している。この結果、経常収支は

１６９億５百万円の黒字を計上し、経常収支比率は１０５．７％となり、前年度に比べ３．９ポイン

ト上昇している。 

経常収支において、黒字を計上した事業数及び金額は９３事業で２３８億７百万円、赤字を計上し

た事業数及び金額は２７事業で６９億２百万円となっている。 

経常損失を計上した主な事業をみると、交通事業が２事業中全てで３７億８４百万円と最も多く、

以下、病院事業が１８事業中５事業で２２億９百万円、下水道事業が５６事業中１１事業で６億

８５百万円となっている。 

なお、臨時的収支である特別利益と特別損失を含む純損益についてみると、全体で１８０億４８百

万円の黒字を計上しており、前年度に比べ黒字が１３９億３９百万円（３３９．２％）増加している。 

 

 

(2) 累積欠損金 

 

令和３年度における累積欠損金は２，０５５億４３百万円で、前年度に比べ５８億６１百万円

（２．８％）減少している。累積欠損金を有する事業数は全体の４１．７％に当たる５０事業で、前

年度に比べ２事業（３．８％）減少している。 

累積欠損金を有する主な事業をみると、交通事業が２事業中全てで１，０２７億７７百万円と最も

多く、以下、病院事業が１８事業中１６事業で９１４億５３百万円、下水道事業が５６事業中２２事

業で７５億３１百万円となっている。 

 

 

(3) 不良債務 

 

令和３年度において、不良債務（資金不足額）を有する事業数は、交通事業が２事業、病院事業が

１事業、下水道事業が６事業、その他事業が１事業の合わせて１０事業で、全体の８．３％となって

いる。 

不良債務総額は４４億７百万円で、前年度に比べ６億５５百万円（１２．９％）減少している。こ

れを事業別にみると、下水道事業が２２億２２百万円で最も多く、以下、交通事業が１７億９４百万

円などとなっている。 

なお、営業収益に対する不良債務比率は１．９％となっている。 

 

 

(4) 資金不足比率 

 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく資金不足比率については、２５６ページを

参照のこと。 
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第１２表 法適用企業の決算状況の推移 

（単位：事業、百万円、％）

年度

H29 H30 R1 R2 R3 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

A 273,028 277,497 277,681 309,794 316,398 6,604 2.1

B 270,201 275,671 276,286 303,595 312,232 8,637 2.8

C 222,574 226,559 227,680 225,230 232,130 6,901 3.1

う ち 料 金 収 入 200,861 204,542 205,852 201,107 208,119 7,013 3.5

う ち 受 託 工事 収益 D 1,471 1,607 1,750 1,780 1,097 ▲683 ▲38.4

2,827 1,826 1,395 6,199 4,166 ▲2,033 ▲32.8

E 270,945 275,997 277,203 305,685 298,350 ▲7,335 ▲2.4

F 266,212 273,097 273,021 298,071 295,327 ▲2,744 ▲0.9

250,900 258,464 258,616 281,010 279,519 ▲1,491 ▲0.5

う ち 職 員 給 与 費 62,275 62,887 63,354 72,830 69,896 ▲2,934 ▲4.0

11,681 10,802 9,976 11,960 10,636 ▲1,324 ▲11.1

4,734 2,901 4,182 7,614 3,023 ▲4,591 ▲60.3

3,989 2,574 3,265 5,524 16,905 11,381 206.0

13,658 12,990 12,676 17,152 23,807 6,655 38.8

G 9,669 10,416 9,411 11,628 6,902 ▲4,726 ▲40.6

2,082 1,499 478 4,109 18,048 13,939 339.2

11,780 11,941 12,723 16,234 25,081 8,847 54.5

9,698 10,442 12,245 12,125 7,034 ▲5,091 ▲42.0

H 206,622 214,193 208,379 211,403 205,543 ▲5,861 ▲2.8

I 3,495 4,358 5,068 5,062 4,407 ▲655 ▲12.9

B/F 101.5 100.9 101.2 101.9 105.7 3.9 -

A/E 100.8 100.5 100.2 101.3 106.0 4.7 -

経 常 損 失 比 率 G/(C-D) 4.4 4.6 4.2 5.2 3.0 ▲2.2 -

累 積 欠 損 金 比 率 H/(C-D) 93.5 95.2 92.2 94.6 89.0 ▲5.6 -

不 良 債 務 比 率 I /(C-D) 1.6 1.9 2.2 2.3 1.9 ▲0.4 -

J 75 78 80 120 120 0 0.0

K 29 32 32 35 27 ▲8 ▲22.9

L 35 37 38 52 50 ▲2 ▲3.8

M 7 8 12 15 10 ▲5 ▲33.3

経常損失を生じた事業数 K/J 38.7 41.0 40.0 29.2 22.5 ▲6.7 -

累積欠損金を有する事業数 L/J 46.7 47.4 47.5 43.3 41.7 ▲1.7 -

不良債務を有する事業数 M/J 9.3 10.3 15.0 12.5 8.3 ▲4.2 -

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入
金－地方債に関する省令附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資
産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の財源充当額）

経 常 損 失

累積欠損金を有する事業数

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

営業収益
に対する
割　　合

総 収 支 比 率

特 別 損 失

不 良 債 務

総事業数
に対する
割　　合

純 損 失

経 常 利 益

支 払 利 息

経 常 損 益

純 損 益

営 業 費 用

経 常 収 支 比 率

項　目

経 常 収 益

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

総 事 業 数

総 費 用

経 常 費 用

純 利 益

特 別 利 益

対前年度比較

総 収 益

営 業 収 益
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第１３表 法適用企業の事業別損益収支決算の状況 

 

（単位：事業、百万円、％） 

事業名

全事業 水　道 交   通 ガ   ス 病    院 下水道

A 316,398 64,801 8 27,542 34,739 108,996 78,578 1,679 55

B 312,232 64,543 8 27,474 34,739 106,652 77,089 1,672 55

C 232,130 56,090 6 19,311 33,865 83,310 38,141 1,405 2

う ち 料 金 収 入 208,119 53,803 6 17,760 31,013 75,005 29,128 1,402 2

う ち 受 託 工事 収益 D 1,097 178 0 0 919 0 0 0 0

う ち 他 会 計繰 入金 E 14,414 280 0 0 0 5,168 8,967 0 0

80,102 8,453 2 8,163 873 23,341 38,948 268 53

う ち 他 会 計繰 入金 F 24,032 1,247 0 3,790 134 8,665 9,955 203 38

4,166 257 0 68 1 2,345 1,489 6 0

G 1,094 3 0 0 0 96 995 0 0

H 298,350 57,384 7 31,263 30,337 103,827 73,793 1,662 77

I 295,327 56,925 7 31,258 30,337 103,313 71,749 1,662 76

279,519 54,545 7 29,630 29,952 98,142 65,563 1,605 75

う ち 職 員 給 与 費 69,896 5,894 0 7,370 3,230 49,966 2,322 1,080 35

10,636 1,960 0 1,517 364 1,133 5,631 31 0

3,023 459 0 5 1 514 2,044 0 1

16,905 7,618 1 ▲ 3,784 4,402 3,338 5,340 10 ▲ 21

23,807 7,782 1 0 4,402 5,547 6,025 50 0

J 6,902 164 0 3,784 0 2,209 685 40 21

18,048 7,417 1 ▲ 3,721 4,402 5,169 4,785 17 ▲ 22

25,081 7,578 1 0 4,402 7,416 5,634 50 0

7,034 161 0 3,721 0 2,247 849 33 22

K 205,543 2,156 0 102,777 483 91,453 7,531 1,121 22

L 4,407 0 0 1,794 0 231 2,222 0 160

B/I 105.7 113.4 112.1 87.9 114.5 103.2 107.4 100.6 72.6

A/H 106.0 112.9 112.1 88.1 114.5 105.0 106.5 101.0 71.9

経 常 損 失 比 率 J/(C-D) 3.0 0.3 0.0 19.6 0.0 2.7 1.8 2.8 1,174.2

累 積 欠 損 金 比 率 K/(C-D) 89.0 3.9 0.0 532.2 1.5 109.8 19.7 79.8 1,213.7

不 良 債 務 比 率 L/(C-D) 1.9 0.0 0.0 9.3 0.0 0.3 5.8 0.0 9,008.8

M 120 34 1 2 2 18 56 6 1

N 27 4 0 2 0 5 11 4 1

O 50 4 0 2 1 16 22 4 1

P 10 0 0 2 0 1 6 0 1

経常損失を生じた事業数 N/M 22.5 11.8 0.0 100.0 0.0 27.8 19.6 66.7 100.0

累積欠損金を有する事業数 O/M 41.7 11.8 0.0 100.0 50.0 88.9 39.3 66.7 100.0

不良債務を有する事業数 P/M 8.3 0.0 0.0 100.0 0.0 5.6 10.7 0.0 100.0

他会計繰入金の額 E+F+G 39,541 1,530 0 3,790 134 13,929 19,917 203 38

総収益に対する割合 (E+F+G)/A 12.5 2.4 0.0 13.8 0.4 12.8 25.3 12.1 68.1

その他

経 常 収 益

営 業 収 益

工業用
水　道

総 収 益

介 護
サ ー ビ ス

総 収 支 比 率

営業収益
に対する
割　　合

う ち 他 会 計 繰 入 金

純 利 益

純 損 失

営 業 費 用

支 払 利 息

特 別 損 失

経 常 損 益

他 会 計
繰入金の
状 　　況

総 費 用

経 常 費 用

経 常 損 失 を生じ た 事 業数

総 事 業 数

累積欠損金を有する事業数

不 良 債 務を有す る事 業数

累 積 欠 損 金

不 良 債 務

経 常 収 支 比 率

（注）不良債務＝（流動負債－建設改良等の財源に充てるための企業債－建設改良等の財源に充てるための長期借入金－地方債に関する省令
附則第８条の３に係るリース債務（PFI法に基づく事業に係る建設事業費等）） －（流動資産－建設改良費のうち翌年度に繰越される支出の
財源充当額）

純 損 益

経 常 利 益

経 常 損 失

営 業 外 収 益

項　目

特 別 利 益

総事業数
に対する
割　　合
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(5) 資本収支 

 

令和３年度における建設改良費等の資本的支出は１，７１３億８百万円で、前年度に比べ１５億

３百万円（０．９％）増加している。 

その主な内訳をみると、建設改良費が９２９億３１百万円で、前年度に比べ１３億５３百万円

（１．５％）の増加、企業債償還金が７７９億３百万円で、前年度に比べ５億１７百万円（０．７％）

の増加となっている。 

また、資本的収入については１，００２億１４百万円で、前年度に比べ１９７億４６百万円

（２４．５％）増加している。 

資本的収入の主な財源内訳をみると、企業債が４４３億９０百万円で、前年度に比べ１１億７１百

万円（２．７％）の増加、他会計繰入金が３７２億４２百万円で、前年度に比べ２０億２８百万円

（５．８％）の増加となっている。 

 

第１４表 法適用企業の資本的収支の状況 

                                    （単位：百万円、％） 

年　度

H２９ H３０ R1 R2 R3 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

68,026 65,700 60,440 80,469 100,214 19,746 24.5

30,226 34,149 32,915 43,219 44,390 1,171 2.7

17,719 16,757 12,731 35,214 37,242 2,028 5.8

120,405 117,295 117,660 169,805 171,308 1,503 0.9

65,053 61,542 60,910 91,578 92,931 1,353 1.5

54,196 55,418 56,009 77,386 77,903 517 0.7

10 164 19 295 537 242 82.2

52,389 51,760 57,239 89,631 71,631 ▲18,000 ▲20.1

51,713 51,224 56,088 83,156 66,069 ▲17,087 ▲20.5

676 536 1,171 6,505 5,562 ▲943 ▲14.5

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対前年度比較

う ち 他 会 計 繰 入 金

項　目

財 源 不 足 額

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

補 て ん 財 源

う ち 企 業 債
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                                 （単位：百万円） 

事　業

100,214 16,267 0 3,059 1,255 11,232 68,204 197 0

44,390 6,868 0 2,250 1,045 4,006 30,222 0 0

37,242 3,109 0 801 27 6,188 26,919 197 0

171,308 37,633 0 11,283 6,695 12,497 102,994 207 0

92,931 25,153 0 2,559 3,069 5,121 57,009 20 0

77,903 12,163 0 8,721 3,622 7,300 45,920 176 0

537 0 0 0 0 516 20 2 0

71,631 21,366 0 8,224 5,440 1,780 34,809 11 0

66,069 21,366 0 2,802 5,440 1,734 34,716 11 0

5,562 0 0 5,422 0 47 94 0 0

そ の 他

ｂ　　　の　　　事　　　業　　　別　　　内　　　訳

介 護
サ ー ビ ス

下 水 道

う ち 企 業 債

病 院
項　目

資 本 的 収 入

財 源 不 足 額

う ち 他 会 計 繰 入 金

う ち 建 設 改 良 費

う ち 企 業 債 償 還 金

収 支 差 引 額 （ 差 額 ）

収 支 差 引 額 （ 不 足 額 ）

資 本 的 支 出

ガ ス水 道
工 業 用
水 道

交 通
全事業

補 て ん 財 源

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－　　－105



(6) 財政状況 

 

市町村公営企業の資産総額は２兆５，４６７億５４百万円で、前年度に比べ３５億１５百万円

（０．１％）増加している。 

一方、資産に運用された収入源泉をみると、負債が２兆５９６億１９百万円、資本が４，８７１億

３５百万円となっており、前年度に比べ負債が２５７億６１百万円（１．２％）減少し、資本が２９２億

７７百万円（６．４％）増加している。 

 

この結果、自己資本構成比率（ 
資本金＋剰余金＋評価差額金等＋繰延収益 

×１００）は 
負 債 ・ 資 本 合 計 

６５．６％で、前年度に比べ１．４ポイント上昇している。 

流動比率（ 
流動資産 

×１００）は１３５．３％で、前年度に比べ８．６ポイント上昇してお 
流動負債 

り、流動比率のうち、現金預金分のみの比率を算出した現金比率（
現金預金 

×１００）について
流動負債 

は、前年度に比べ７．７ポイント上昇の１０２．５％となっている。 

固定比率（ 
固定資産 

×１００）は１４２．３％で、前年度に
資本金＋剰余金＋評価差額金等＋繰延収益 

比べ３．２ポイント低下している。 

 

 

(7) 費用構成比 

 

経常費用から受託工事費、附帯事業費並びに材料及び不良品売却原価を除いた経費に対する各性質

別費用の構成比が大きい主な費用は、減価償却費が３０．３％で最も大きく、次いで職員給与費が

２３．８％、委託料が１１．２％、修繕費が３．７％となっている。 

これを事業別にみると、病院事業及び介護サービス事業は、その運営に多くの人員を要すること等

により職員給与費が高い割合を占めている。 

また、水道事業、工業用水道事業、交通事業及び下水道事業については、建設投資の規模が大きい

こと等により減価償却費の割合が高くなっており、ガス事業については、原材料費及び購入ガス費の

割合が高くなっている。 
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第１５表 法適用企業の財政状況の推移 

（単位：百万円、％）

H29 H30 R1 R2 R3 ｂ - ａ (ｃ/ａ)

a ｂ ｃ ×100

１　固定資産 1,651,568 1,653,927 1,703,903 2,375,858 2,377,452 93.4 1,594 0.1

(1) 有 形 固 定 資 産 1,629,943 1,633,816 1,684,140 2,331,821 2,333,099 91.6 1,278 0.1

(2) 無 形 固 定 資 産 16,606 15,104 14,427 38,063 37,919 1.5 ▲144 ▲0.4

(3) 投 資 等 5,019 5,007 5,336 5,974 6,435 0.3 460 7.7

２　流動資産 139,595 145,539 138,918 167,377 169,302 6.6 1,924 1.1

(1) 現 金 預 金 103,790 109,387 102,588 125,223 128,327 5.0 3,104 2.5

(2) 未 収 金 等 31,087 30,682 30,567 35,644 36,033 1.4 389 1.1

(3) 貸倒引当金（▲） 349 345 328 406 360 0.0 ▲46 ▲11.2

(4) 貯 蔵 品 1,731 1,660 1,679 1,554 1,461 0.1 ▲93 ▲6.0

(5) そ の 他 3,336 4,155 4,412 5,362 3,841 0.2 ▲1,522 ▲28.4

３　繰延資産 155 160 275 3 0 0.0 ▲3 ▲100.0

1,791,318 1,799,625 1,843,095 2,543,238 2,546,754 100.0 3,515 0.1

４　固定負債 637,984 622,188 605,273 777,811 750,727 36.4 ▲27,084 ▲3.5

(1) 建設改良等企業債 606,904 591,577 574,222 736,749 706,956 34.3 ▲29,792 ▲4.0

(2) その他の企業債 1,209 1,080 1,035 9,590 12,984 0.6 3,394 35.4

(3) 再 建 債 1,259 855 526 318 210 0.0 ▲108 ▲33.9

(4) 建設改良等長期借入金 11,567 11,460 11,354 11,354 11,354 0.6 0 皆減

(5) その他の長期借入金 201 1,167 2,033 2,089 1,049 0.1 ▲1,041 ▲49.8

(6) 引 当 金 14,927 14,352 14,553 16,360 16,710 0.8 350 2.1

(7) リ ー ス 債 務 1,839 1,621 1,474 1,268 1,380 0.1 113 8.9

(8) そ の 他 77 76 76 84 84 0.0 0 0.5

５　流動負債 108,638 112,765 108,624 132,132 125,150 6.1 ▲6,982 ▲5.3

(1) 建設改良等企業債 54,605 54,967 55,573 77,179 73,572 3.6 ▲3,607 ▲4.7

(2) その他の企業債 191 177 154 407 741 0.0 334 82.0

(3) 建設改良等長期借入金 7 7 7 0 0 0.0 0 0.0

(4) その他の長期借入金 4 34 34 34 1,041 0.1 1,006 2,951.4

(5) 引 当 金 4,140 4,351 4,417 4,544 4,602 0.2 58 1.3

(6) リ ー ス 債 務 426 420 378 299 329 0.0 30 10.2

(7) 一 時 借 入 金 6,265 7,460 7,925 7,355 4,385 0.2 ▲2,970 ▲40.4

(8) 未 払 金 等 35,353 38,594 33,946 36,100 34,435 1.7 ▲1,665 ▲4.6

(9) 前受金及び前受収益 1,818 2,050 2,122 2,058 2,162 0.1 104 5.0

(10) そ の 他 5,830 4,704 4,067 4,156 3,883 0.2 ▲273 ▲6.6

６　繰延収益　 662,209 667,222 716,172 1,175,437 1,183,742 57.5 8,305 0.7

(1) 長 期 前 受 金 1,040,133 1,067,774 1,131,300 1,634,942 1,681,403 81.6 46,462 2.8

(2)
長 期 前 受 金
収益化累計額（▲）

377,924 400,552 415,129 459,505 497,471 24.2 37,967 8.3

1,408,831 1,402,175 1,430,068 2,085,380 2,059,619 100.0 ▲25,761 ▲1.2

７　資 本 金 485,521 506,800 523,286 560,679 575,085 - 14,407 2.6

８　剰 余 金　 ▲ 103,034 ▲ 109,350 ▲110,259 ▲102,820 ▲87,950 - 14,870 ▲14.5

(1) 資 本 剰 余 金 61,527 65,862 58,348 66,526 66,871 - 346 0.5

(2) 利 益 剰 余 金 ▲164,561 ▲175,213 ▲168,607 ▲169,346 ▲154,822 - 14,524 ▲8.6

0 0 0 0 0 - 0 -

382,487 397,450 413,027 457,858 487,135 - 29,277 6.4

1,791,318 1,799,625 1,843,095 2,543,238 2,546,754 - 3,515 0.1

年　度
ｂの

構成比

対前年度比較

項　目

資 産 合 計

負 債 合 計

９　その他有価証券
　　評価差額金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計  
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45.4

12.1

25.4

52.5

1.6

4.2

20.5

20.8

7.1

10.4

R3

H29
その他

23.8

23.5

3.6

4.4

30.3

26.3

1.3

1.2

3.7

3.7

11.2

10.8

26.2

30.1

R3

H29
全事業

職員給与費（A） 支払利息（B） 減価償却費（C）
動力費（D）

修繕費（E）委託料（F） その他（G）

10.4

10.9

3.5

5.1

35.4

31.5

1.9

1.9

6.5

6.8

14.4

11.8

20.4

25.0

7.5

6.9

R3

H29
水 道

（含簡水）

（A） （B） （C） （D） （E） （F） その他（H）受水費（G）

38.3

37.5

16.2

15.8

2.0

0.8

38.2

38.5

5.3

7.4

R3

H29
工業用水道

（C） （D） （E） （F） その他（G）

23.6

21.3

4.9

5.2

34.3

42.6

3.6

3.0

13.4

9.9

13.9

11.0

6.4

7.0

R3

H29
交 通

（A） （B） （C） （D） （E） （F） その他（G）

11.0

9.8

1.2

2.4

12.8

13.9

4.9

4.3

5.8

4.7

57.4

56.5

6.9

8.4

R3

H29
ガ ス

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 原材料費及び購入ガス費（G）

48.4

42.6

1.1

1.5

8.1

8.8

0.7

0.6

11.3

12.5

18.7

17.5

11.8

16.6

R3

H29
病 院

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 材料費（G）

3.2

3.7

7.8

12.5

64.2

61.0

2.1

3.0

1.0

0.8

9.6

9.3

12.1

9.7

R3

H29
下水道

（A） （B） （C） その他（G）（E）（D） （F）

65.0

48.8

1.9

2.0

4.9

4.1

0.6

0.6

10.6

14.1

3.9

5.0

13.1

25.4

R3

H29
介護サービス

（A） （B） （C） その他（H）（E） （F） 材料費（G）

（年度） （％）

法適用企業の費用構成比

（注） １ ガス、病院及び介護サービス事業の「動力費」は統計上、その他に区分しており、交通事業の「動力費」は動力費
又は燃料油脂費の数値である。

２ 費用からは受託工事費、附帯事業費、材料及び不良品売却原価を除いている。

費用総額

（百万円）

294,196

56,729

57,200

7

36,580

31,258

29,402

103,313

264,677

7

31,239

101,498

71,749

36,932

1,662

1,084

76

136

（C） （E） （F） その他（G）（A）
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